
【株式会社LDH 第14期第１四半期決算情報】

四半期決算情報について

当書類は金融商品取引法第24条の４の７第１項に基づいて作成する四半期報告書ではありません。また、

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第64号)に準じて作成しておりますが、金融商品取引法193条の２第１項の規定に基づく公認会計士又

は監査法人による四半期レビューは受けておりません。

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第14期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第13期

会計期間

自 平成20年
　 ４月１日
至 平成20年
　 ６月30日

自 平成19年
　 10月１日
至 平成20年
　 ３月31日

売上高 (千円) 20,075,825 42,119,817

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 96,076 △657,840

四半期(当期)
純損失（△）

(千円) △10,678,808 △5,386,365

純資産額 (千円) 177,526,826 188,086,183

総資産額 (千円) 220,597,714 221,704,865

１株当たり純資産額 (円) 16,311.75 17,312.62

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △1,019.51 △513.26

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─

自己資本比率 (％) 77.5 82.0

従業員数 (名) 1,175 1,136

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,175（1,938）

(注) １ 従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であります。

　２  臨時従業員数(契約社員、パートタイマー及び派遣社員)は（ ）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を

外数で記載しております。

(2) 提出会社の状況

　平成20年６月30日現在

従業員数(名) 28（４）

(注) １ 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

　２  臨時従業員数(契約社員、パートタイマー及び派遣社員)は（ ）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数

で記載しております。

５ 【財政状態及び経営成績の分析】

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローンに端を発する世界経済の減速

懸念のなか、原油価格の高騰に伴う原材料価格や食品価格の高騰のもと、消費者動向が冷え込み、厳しい局

面を迎えております。

　このような経営環境のもと、当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は20,075百万円、

経常利益は96百万円を計上するに至りました。また、一方で、子会社株式の売却による関係会社株式売却益

547百万円など特別利益全体で557百万円、訴訟損失引当金繰入額10,731百万円など特別損失全体で11,073百

万円計上したことにより、四半期純損失は10,678百万円となりました。

　当社は、日本生命保険相互株式会社その他５信託銀行から、証券取引法違反（虚偽記載の有価証券報告書）

により証券取引法第21条の２に基づく損害賠償請求訴訟を受けておりましたが、平成20年６月13日東京地方

裁判所にて、当社に対し原告に9,544百万円及び遅延損害金等の支払を命ずる判決が出されました。当社はこ

の判決を不服として控訴しておりますが、事実として第一審の判決を受け、本訴訟に対する引当金として、

判決の請求認容額9,544百万円、これに対する遅延損害金等を訴訟損失引当金として計上しております。

　また、当社は、平成20年８月11日東京地方裁判所に、当社元代表取締役社長 堀江貴文氏、同元取締役

宮内亮治氏を含む旧経営陣５名、並びに会計監査人である監査法人の社員２名、の計７名を被告とする損害

賠償請求訴訟を提起いたしました。当該訴訟は、当社が平成19年３月に判決を受けた証券取引法違反事件に

関連し、当社が被った損害として、被告らに対し、連帯して3,523百万円の支払いを請求するものです。
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６ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る

要約連結貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 157,005,624 63,934,481

受取手形及び売掛金 7,681,184 7,839,470

有価証券 941 91,778,574

商品及び製品 7,144,380 7,830,875

仕掛品 － 7,584

原材料及び貯蔵品 67,243 193,999

その他 6,741,816 7,678,825

貸倒引当金 △579,697 △573,247

流動資産合計 178,061,494 178,690,564

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,033,809 8,035,710

機械装置及び運搬具（純額） 345,033 364,656

土地 5,721,235 5,721,409

その他 919,943 938,941

有形固定資産合計 15,020,022 15,060,717

無形固定資産

のれん 986,918 82,440

リース資産 363,732 303,824

その他 572,801 566,998

無形固定資産合計 1,923,452 953,263

投資その他の資産

投資有価証券 1,557,428 1,562,325

長期貸付金 22,500,036 23,957,207

その他 1,602,583 1,535,728

貸倒引当金 △67,548 △55,245

投資その他の資産合計 25,592,499 27,000,015

固定資産合計 42,535,974 43,013,996

繰延資産 246 304

資産合計 220,597,714 221,704,865
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る

要約連結貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,813,266 7,640,182

短期借入金 5,000,000 5,000,000

1年内返済予定の長期借入金 1,000,000 1,000,000

リース債務 169,235 149,011

未払法人税等 848,064 1,559,854

賞与引当金 664,298 517,891

返品調整引当金 84,130 100,178

ポイント引当金 645,563 762,922

その他 9,754,818 10,604,632

流動負債合計 25,979,377 27,334,672

固定負債

社債 180,000 －

長期借入金 2,500,000 2,500,000

リース債務 227,236 190,808

退職給付引当金 2,742,291 2,780,791

役員退職慰労引当金 1,270 1,270

利息返還損失引当金 88,470 63,417

訴訟損失引当金 10,731,136 －

その他 621,105 747,722

固定負債合計 17,091,510 6,284,009

負債合計 43,070,888 33,618,682

純資産の部

株主資本

資本金 86,291,382 86,291,382

資本剰余金 90,465,857 90,465,857

利益剰余金 △5,637,887 5,040,920

自己株式 △276,142 △1,308

株主資本合計 170,843,210 181,796,851

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 389 －

繰延ヘッジ損益 10,749 △155,274

為替換算調整勘定 2,005 43,537

評価・換算差額等合計 13,144 △111,737

新株予約権 13,484 5,922

少数株主持分 6,656,986 6,395,146

純資産合計 177,526,826 188,086,183

負債純資産合計 220,597,714 221,704,865
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(2) 【四半期連結損益計算書】

（第１四半期連結累計期間）

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間

(自 平成20年４月１日

 至 平成20年６月30日)

売上高 20,075,825

売上原価 9,260,977

売上総利益 10,814,847

販売費及び一般管理費 10,899,174

営業損失（△） △84,326

営業外収益

受取利息 323,936

為替差益 14,124

その他 39,226

営業外収益合計 377,287

営業外費用

支払利息 79,422

支払手数料 20,418

持分法による投資損失 28,651

控除対象外消費税額等 28,714

その他 39,677

営業外費用合計 196,884

経常利益 96,076

特別利益

関係会社株式売却益 547,067

その他 10,507

特別利益合計 557,574

特別損失

訴訟損失引当金繰入額 10,731,136

その他 342,806

特別損失合計 11,073,942

税金等調整前四半期純損失（△） △10,420,291

法人税、住民税及び事業税 155,842

法人税等調整額 124,164

法人税等合計 280,006

少数株主損失（△） △21,490

四半期純損失（△） △10,678,808

― 5 ―

決算短信 2008年08月28日 18時53分 01086xe01_in 5ページ （Tess 1.10 20080626_01）



７【セグメント情報】

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

インターネッ
ト事業
(千円)

通販事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　 対する売上高

2,088,524 17,811,007 176,293 20,075,825 ― 20,075,825

　(2) セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

16,463 8,767 30 25,261 (25,261) ―

計 2,104,987 17,819,775 176,324 20,101,086 (25,261) 20,075,825

営業利益(又は営業損失) 158,052 375,112 △101,639 431,524 △516,393 △84,868

(注) 各事業区分に属する主な商品・製品・役務

インターネット事業……………ポータルサイト「livedoor」及びモバイル版ポータルサイト「ケータイ

　 livedoor」の運営事業、インターネットデータセンター運営事業、イン

　 ターネット接続サービス事業及びその他各種インターネット関連サービ

　 ス事業等

通販事業…………………………カタログ通信販売事業等

その他事業………………………上記２事業に該当しない事業で、ソフトウェア関連事業等
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８【1株当たり情報】

(1) １株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

16,311円 75銭 17,312円 62銭

(2) １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △1,019円 51銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式はありますが、１株当たり四半期純損失であ

ること、及び当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

　 ２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△10,678,808

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △10,678,808

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) ─

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 10,474,433

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳
(千円)

─

四半期純利益調整額(千円) ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳(株)

─

普通株式増加数(株) ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─

９【その他】

該当事項はありません。
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